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第l草「東アジア経済への視点」では、多様性の強い北痕アジア経済の全体像を把握するための分析視
点を提ぷしている。北東アジアは、歴史的、地理的、経済的、文化的にみて韻めて多様かっ特殊な地域で
あり、その全体像把握は著しく凶難である。このような北東アジアを、横断的に繋げる共通性は、世界経
治システムの下で形成された周辺部性であり、また国民経済システムの下で形成された周辺部性であると
主張している。
第2草・「北東アジアにおける経柿i巻|構想」で;ま、北京アジアでの経済閣構想、について、従来の混乱を整
理し、この地域での経済圏を展望するに際して;ム東南アジアに見られる「局地経済圏」はそのモデルに
成り得ないことを明らかにしている。北東アジアでの「環貰海経済圏JI環H本海経済圏」は「上からの局
地経済圏」として位置付けている。
第3i:主「北東アジアの閣発モデルJでは、北東アジアで試みられた実際の開発政策を、多国間協力モデ
ル、二国間協力モデル、経済特lヌモデル、地方間交流・協力モデルの四つのモデルに整理して、それぞれ
の特徴と問題点を明らかにしている。特に、国連開発計画 (UNDP)のイニシアティヴのもとで多国間協
力という新しい開発モデルを打ち出して世界的な注目を集めた「凶何江地域開発計画lについて詳しく検
証している。
第4章の「グローカリゼーションJであるが、グローパリゼーションとローカりゼーションを併せた造
;Eである。著者はグローカリゼーションを、グローパリズム(ワシントンコンセンサス)に基づくグロー
パリゼーションと峻別した一つのオルターナティプとして把握しており、また著者は国家レベルでの地域
統合化ではなく、経済交流・協力を柱とした同境を越えた地方問での経済交流闘を目指すことを基本的視
点としている。
第5章のコリアン・ネットワークについて。 北東アジアには朝鮮半島外に多くの在外コリアンが住む。
コリアン世界の相可ー交流を取り上げた4:・2Eでは、とくに、中凶、ロシア、白木などの在外コリアンの歴史
を北東アジア史の巾に位置付け、 21世紀北東アジア経済発展の遂行主体を、旧米の国家と多国籍企業主体
のモデJレではなく、国境を越えたコリアン・ネットワークを璽要なアクターに置いている。
第6章「朝鮮半島における南北経済交流;現状と課題」では、コリアン・ネットワーク形成への鍵を握
る朝鮮半島における南北経済交流について、その歴史・現状・課題を整理し、朝鮮半島での南北経済協力
こそ、北東アジアでの経済交流の中で中心的怠味を有することを強調しているの
第7章「北朝鮮経前危機の構凶と転換への捜索」では、北京アジアの安定的発展にとって最大の鍵を握
る北朝鮮経済の動向を分析したものである。ここではとくに、 90年代に入って部分的にみられるようになっ
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た圏内経済改革と対外経済開放への取り組みについて分析し、それらのいずれもが限定的であるが故に様々
な溢路に直面し、成果を上げるにいっていない状況を分析している。
第8章「韓国の経済システムと東アジアモデル」では、北京アジアにおいて急速にそのプレゼンスを高
めてきた韓国の経済について、その発展過程と経済システムの特徴を分析し、その発展過程を一般に「東
アジアモデルJと呼ばれる開発モデルの代表的なものとして位置付けている。
論文審査の結果要旨
申請論文の人;きな意義は、北東アジアを、経済協力を中心lこした国境を越えた地方聞での「経済交流圏j
と把握していることである。筆者は、北京アジアは経済交流闘としての「場」であり、経済幽の「範I剖」
ではないと主張している。従来の、この分野での多くの研究は、経済的インセンティブ重視の「経済幽」
論であり、比較優位に基づき各同・地域が経済補完性でもって「経済閣」を構想していた。申請論文は
「経済閤」論の発想と!j_--線を画し、ステレオタイフ。な地域開発論の批判にー定の成功をおさめている。
市諸者の坂田幹男氏は大阪市立大学大学院経済学研究科博士課程の卒業牛ーであり、在学中は本多健吉教
授の指導を受けた。その後も国家資本主義論の彫琢に精力を傾注してきた。その研究成果は『第三次世界
国家資本主義論J(日本評論社、 1991年)にまとめられている。
その後、福井県¥r.大学へ移ってからは、北点アジア訴済、原日本海経済の調査と分析などの実証研究に
主)Jを移動させ、その成果は本多健吉教授との共著『北東アジア経済閣の形成j(新評論、 1995年)、『北京ア
ジアの未来像j(新評論、 1998年)、『北東アジア経済入門j(新評論、 2000年)などに精力的に表現されている。
このような理論的・実証的続躍のもとにまとめられたものが本申請論文『北東アジア経済論』であると
いえる。
もっぱら理論研究に携わっていた研究者が、研究環境が金わったことによる刺激、すなわち中凶経済、
ロシア経済、韓国・硯蝉経済などを研究する多彩な研究者を抱える福井県立大学の特色と、さらに同大学
を・つの中心とする環円本海学会の研究活動の二つを肥やしにして本申講論文の完成になったといえる
(坂田氏は|司学会の常務理事、事務局長)。関係地域への現地訪問と調査、同際会議への出席、膨大な関係
資料と分析を踏まえたものであり、今日のこの研究領域における一つの記念碑的業績を打ち立てたと高く
評価することができる。
また、 1月7目には申請者坂田幹男氏に対して、審査委員3名による公開の面篠を行った。申請者ーから
申請論文の内容と特徴を 1時間にわたり述べてもらった後、質疑応答に入り、審査委員から多くの質問が
tHされた。そのうちのいくつかを紹介すると、一つには、申請者が北東アジア開発の推進力を関係地峨の
経済協力に置いている点、国家さらに企業の役割とその評価、さらに弓者の相1i関係の考究が弱いのでは
ないかという点であり、また、コリアン・ネットワークという可能性の提示は興味深い論点、であるが、中
国の対外開放政策卜、華南経済問に果たした華僑ネットワークのような資金的、人的、経済的ネットワー
ク機能をコリアン・ネットワークはいまだ持ち得ていないのではないかという点である。
これらの問題提示に対し、真喜きに答えられたが、問題は依然残っており、今後の一層の研績が期待され
るところである。
以上申請論文の審査、面接をふまえ総合的に判断して、本申請論文は博寸て(経済学)の学位授与に値す
るものと認められる。
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